
別紙様式５

令和７年度輸出環境整備推進
委託事業（水産物輸出のための
放射性物質検査分析委託事業
第２回）

支出負担行為担当官農林水産省大臣
官房参事官（経理）　須田　亙

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年12月15日

海洋生物環境研究所・九州環境管
理協会・ＫＡＮＳＯテクノス共同事業
体　代表者　公益財団法人海洋生物
環境研究所
法人番号4011105005400

東京都中央区明石町
８番１号聖路加タワー
３４階

会計法第29条
の3第4項（企画
競争）

- 45,500,000 45,500,000 100.0% - - - 2 0 - -

暗号化解除ツール導入作業業
務

支出負担行為担当官　農林水産省大
臣官房参事官（経理）　須田　亙

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年12月24日
日本電気株式会社
法人番号7010401022916

東京都港区芝５丁目
７番１号

会計法第29条
の3第4項（特定
情報）

「InfoCage FileShell」により暗号化され
た過去の暗号設定は、日本電気株式会

社しか解除できないため。
- 9,945,408 - - - - - - - -

令和7年度安全な農畜水産物安
定供給のための包括的レギュラ
トリーサイエンス研究推進委託
事業のうち短期課題解決型研究
(麦角アルカロイド類の筋収縮作
用に基づく毒性評価に関する研
究)

支出負担行為担当官農林水産省大臣
官房参事官（経理）　須田　亙

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年12月24日

麦角アルカロイド類の毒性評価コン
ソーシアム
代表者　国立大学法人北海道国立
大学機構
法人番号9460105001715

北海道帯広市稲田町
西２線１１番地

会計法第29条
の3第4項（企画
競争）

- 7,000,000 7,000,000 100.0% - - - 1 0

① 以下のアからウま
でに掲げる条件を全
て満たす機関又は機
関に所属する者（以
下「研究機関等」とい

う。）であること。
ア 研究開発を行うた
めの研究体制、研究
員、設備等を有する

こと。
イ 研究開発を行うた
めの経営基盤を有

し、資金、設備等につ
いて管理能力を有す

ること。
ウ 知的財産等に係る
事務管理等を行う能
力・体制を有するこ

と。 ほか

-

令和７年度輸出環境整備推進
委託事業（ＨＡＣＣＰ認定施設の
認定・監視事業）（第２回）

支出負担行為担当官農林水産省大臣
官房参事官（経理）　須田　亙

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年12月25日
一般社団法人日本食品認定機構
法人番号1010405018461

東京都千代田区内幸
町１丁目２番１号

会計法第29条
の3第4項（企画
競争）

- 28,765,000 28,765,000 100.0% - - - 1 0 - -

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

落札率物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約による
こととした会計
法令の根拠条
文（企画競争
等）

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

提案者
の数

特別な競争参加資格
（※提案者の数が１
の場合の記載事項）

備　　考

うち公益
社団法
人又は
公益財
団法人
（特例社
団法人
又は特
例財団
法人を含
む。）

公益法
人の区

分

国認定、
都道府
県認定
の区分

予定価格 契約金額

公益法人の場合 再就職の
役員の数
（※契約
の相手方
が農林水
産省が所
管する特
例社団法
人又は特
例財団法
人の場合
の記載事
項）

競争性のない随意契約によらざるを得
ない理由

名称 所在地 商号又は名称 住所


